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データを私信で頂きました．独・GEOMAR Helmholtz Centre for Ocean Research Kiel 









(SATREPS) で 2017年度まで実施された MarDiM (Marmara Disaster Mitigation) プロジェクト 
(金田, 2019)，及び公益財団法人深田地質研究所「平成 30年度深田研究助成」の支援を受け
て実施されました．海底間音響測距の機器投入，回収，データ収集には，R/V Alcatras，R/V 
TÜBİTAK Marmara，R/V DERİNSU，TCG ÇEŞMEの各調査船にて実施されました．船長及
びクルーに御礼申し上げます．観測の遂行や研究の議論にあたっては，香川大学の金田義行
特任教授，防災科学技術研究所の高橋成実博士，海洋研究開発機構の山本揚二郎博士，トル
コ・ボアズィチ大学の Doğan Kalafat教授，Ali Pinar教授，Haluk Özener教授に大変お世話に
なりました．特に，Doğan Kalafat教授には，マルマラ海の航海の際，公私に渡って現地での
お世話になりました． 
日本海溝の研究においては，日本学術振興会 (JSPS) 科研費 (JP26000002) の助成を受け
て実施されました．機器の設置，回収は，かいれい (KR13-19; KR15-15)，新青丸 (KS-14-17; 
KS-15-03; KS-16-14; KS-18-13)，白鳳丸 (KH-13-05; KH-17-J02) の各航海で行われました． 
論文中の図の一部はWessel & Smith (1998) による GMT (Generic Mapping Tool) を使用し
ました．本研究で用いた日本海溝のプレート境界モデルは，特記無き限り，Iwasaki et al. 
(2015) によるもので，これは，国土地理院の「数値地図 250 mメッシュ（標高）」，日本海
洋データセンターによる 500 mメッシュ海洋地形データ (J-EGG500) 及び Geographic 




























観測は，トルコ共和国北部の北アナトリア断層 (すれ違い境界) と，東北沖の日本海溝 
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• AIC: Akaike’s Information Criterion 
• CTD: Conductivity Temperature Depth profiler 
• DONET: Dense Oceanfloor Network system for Earthquakes and Tsunami 
• DPR: Direct Path Ranging 
• GEOMAR: GEOMAR Helmholtz Centre for Ocean Research Kiel 
• GNSS: Global Navigation Satellite System 
• GNSS-A: GNSS-Acoustic 
• InSAR: Interferometric Satellite Aperture Radar 
• IODP: International Ocean Discovery Program 
• IPN: Indirect Path Node 
• IPR: Indirect Path Ranging 
• JFAST: Japan Trench Fast Drilling Project 
• MMF: Main Marmara Fault 
• NAF: North Anatolian Fault 
• OBP: Ocean Bottom Pressure-gauge 
• PXP: Precision transponder 
• RMS: Root Mean Square 
• ROV: Remotely Operated Vehicle 
• SMF: South Marmara Fault 
• SSE: Slow Slip Event 




























トスポットが厚い地殻を形成しているごく一部のケース (Guðmundsson, 2011; 図 1.1) を除く
と海底に存在する．収束境界は，大陸衝突帯は陸上に，沈み込み帯は深海底に存在する．すれ
違い境界は陸上 (例えば，サンアンドレアス断層) と海底 (例えば，東太平洋海膨のディスカ
バリートランスフォーム断層) の両方に存在する． 
地質学的時間スケールでのプレート運動は，海洋プレートの年代分布，トランスフォーム
断層の走行，地震のスリップベクトルの走行などから推定されてきた (例えば，DeMets et al., 
1990)．一方，近年は宇宙測地技術（例えば，GNSS: Global Navigation Satellite Systemや VLBI: 
Very Long Baseline Interferometry等）の発達により，現在の瞬間的な運動の計測も可能になり 
(例えば，DeMets et al., 2010; Altamimi et al., 2012)．両者は極めて近い運動であることがわかっ
てきた (Crétaux et al., 1998)．しかしプレート境界付近では，内部変形によりプレートの剛体

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最大 8 m に及ぶ大規模な地殻変動が観測され，アイスランド北東部では，ユーラシアプレー
トと北米プレートが間欠的に拡大していることが明らかになった (Tryggvason, 1984)．その後，
GNSS 観測網が整備され，1987～1990 年の 3 年間には，新たなダイクの貫入が無いにも関わ
らず，ブロック運動速度の約 3倍で拡大していることが明らかになり (Foulger et al., 1992)，
これらの測地データに基づく粘弾性を考慮した 2 次元応力拡散モデルにより，この間欠的な
プレート拡大は時間遅れを伴って遷移していくことが明らかになった (Heki et al., 1993)．同
様の挙動は，後述の海底測地観測（海底間音響測距観測や GNSS-音響結合方式）による観測
でも明らかになっている (Chadwell et al., 1999; Chadwell & Spiess, 2008)．最近では，世界中の
GNSS定常観測点のデータを用いてプレートの角速度，オイラー極を求め，全球のプレート境
界周辺の歪速度を推定する試みがなされた (Kreemer et al., 2014) が，海域等，GNSS観測点の
疎なエリアの解像度は十分ではない．すれ違い型の境界，例えば，サンアンドレアス断層で
は，35年間クリープメーターと GNSSを用いてモニタリングが行われてきて，プレート間の
歪の一部を非地震性のクリープで，残りを地震で解消していることを報告している (Titus et 
al., 2006)． 
プレート境界ではしばしば巨大地震が発生し，その度に甚大な被害が発生する．米地質調
査所 (USGS: United States Geological Survey) のカタログに基づき，有史以来の巨大地震をマ
グニチュードの大きい順に 10 個見ていくと，1960 年チリ地震 (M9.5, Kanamori & Anderson, 
1975) が最大で，次いで 1964年アラスカ地震 (M9.2, Kanamori & Anderson, 1975)，2004年ス
マトラ島沖地震 (M9.1, Duputel et al., 2012)，2011年東北地方太平洋沖地震 (M9.1, Duputel et 
al., 2012)，1952年カムチャツカ地震 (M9.0, Kanamori, 1976)，2010年チリ地震 (M8.8, Duputel 
et al., 2012)，1906年エクアドル・コロンビア地震 (M8.8, Kanamori, 1977)，アリューシャン地
震 (M8.7, Kanamori & Anderson, 1975) とここまで収束境界型の沈み込み帯の地震が並び，9番
目に 1950年アッサム地震 (M8.6, Kanamori, 1977) が収束境界型の大陸衝突帯での地震，10番
目に 2012年スマトラ島沖地震 (M8.6, Duputel et al., 2012) がプレート内部の雁行状の横ずれ





InSAR (Interferometric Satellite Aperture Radar) を用いたモニタリングが行われている．現在主

 3 
に用いられる宇宙測地技術として，例えば GNSS は日本国内では GEONET (GNSS Earth 
Observation Network System) をはじめとする稠密な観測網があり，InSARは各国が人工衛星を
打ち上げグローバルに地殻変動をモニタリングしている．  
しかし，電波が海水で阻まれることから，これらの手法は海底の地殻変動の把握には用い
ることができず，次のような 3つの手法が主に用いられている (図 1.2)；「海底圧力計 (OBP: 
Ocean Bottom Pressure-gauge) を用いた観測」，「GNSS-音響結合方式 (GNSS-A: GNSS-Acoustic) 




接音響測距 (DPR: Direct Path Ranging)，後者を間接音響測距 (IPR: Indirect Path Ranging) と呼






海洋潮汐成分や海洋変動成分を適切に除去することにより，津波の検出 (例えば，Maeda et al., 
2011; Kubota et al., 2015) や，鉛直方向の地殻変動観測を連続的に行うことができる．一方で，
長期的な機器ドリフトが知られており (例えば，Watts & Kontoyiannis, 1990)，定常的な地殻変
動等の推定は困難であるという課題もある．以下に，OBP を用いた地殻変動観測の主な成果
を示す． 
北東太平洋の中央海嶺であるファンデフカ海嶺の Axial Seamount（水深約 1500 ｍ）で行わ
れた観測では，1988年の 2～3週間の期間で 15 cmの沈降が検出され，火山性の脱ガスの可能
性が指摘された (Fox, 1990)ほか，2011 年 9 月には噴火時に 2.4 m 程度の隆起が確認され 
(Chadwick et al., 2012)，マグマの供給を捉えることに成功した．また，ニュージーランド北島
太平洋沖のヒクランギ沈み込み帯では，海溝付近にまで展開した海底圧力計により 2014年 9
月～10 月に 2 週間程度継続したスロースリップ (SSE: Slow Slip Event) のアップディップ側
の広がりの推定に成功したという報告もある (Wallance et al., 2016)．最近では，南海トラフ周
辺には DONET (Dense Oceanfloor Network system for Earthquakes and Tsunamis; Kawaguchi et al., 
2015; Kaneda et al., 2015)，日本海溝周辺には S-NET (Seafloor observation Network for Earthquakes 











動を数センチメートルの精度で計測する手法である (Spiess, 1985)．海底には複数台の海底局 
(PXP: Precision Transponder) からなるアレイが配置されており，そのアレイ形状（PXP同士の
相対位置）が不変であるという仮定の元で，地殻変動を PXPアレイのみかけ座標変位として
求めることができる．測位手法には，PXPアレイの中心付近に留まりながら行う「定点観測」 




GNSS-A 観測は，ファンデフカ海嶺付近でのプレート運動の実測 (Spiess et al., 1998) を皮
切りに，多くの成果が挙げられる．2004年紀伊半島南東沖地震 (M 7.5) では，震源断層の近
傍で 20-30 cm程度の海底の地震時変位を捉えることに成功した (Kido et al., 2006; Tadokoro et 
al., 2006)．ファンデフカプレートと太平洋プレートの境界，ファンデフカ海嶺及びブランコト
ランスフォーム断層近傍で，2000～2004 年にかけて実施されたキャンペーン観測では，1 キ
ャンペーンあたり 10 mm程度の誤差で，それらの線形回帰の誤差が±4–6 mm/yrでの観測に成
功した．海嶺を跨ぐ DPR観測 (Chadwell et al., 1999: 後述) は間欠的変動だったのに対し，プ
レートモデルと同様の 26 mm/yrの変動が得られたので，海溝軸の間欠的な変動はその間で粘
弾性によって解消していると推測した (Chadwell & Spiess, 2008)．将来的に巨大地震の発生が
危惧されている南海トラフでは，熊野海盆からその外縁帯にかけての GNSS-A 観測結果を用
いたすべり欠損モデリングで，プレート境界が 10 km 以深で固着していると報告 (Tadokoro 
et al., 2012) されたほか，トラフ沿いの 15 点の観測点の観測データを用いた測地インバージ
ョンによりすべり欠損の空間分布を推定し，紀伊半島周辺の固着が強いという結果が報告さ
れている (Yokota et al., 2016)．一方，南西諸島・琉球トラフでの観測では，沖縄本島近くの固




がある．それを克服した例として，Yokota and Ishikawa (2020)は，南海トラフ沿いの特定の観
測点に対して船舶による観測頻度を月１回程度まで上げることにより，スロースリップイベ
ントの検出に成功した．また，連続観測の試みとして，海上プラットフォームに係留ブイを








が開発されている．米・カスカディア沈み込み帯近くの水深 1900 mでの観測では，0.1 μstrain
の歪の検出に成功したことが報告されている (Zumberge et al., 2018)．日本では，その陸上試
験が岐阜県の神岡鉱山跡にて行われ，適切な温度補正を施すことで 200 m の光ファイバーケ
ーブルでマイクロオーダーでの精度で歪を検出できることが報告されている (Araki et al., 
2019)．今後，南海トラフに展開されている DONETのノードに同システムを接続する計画が








直接音響測距 (DPR) は，海底に設置された海底局 (PXP) 間の基線長変化を直接計測する
手法である．これまでに観測が実施された海域を図 1.4に，そこでの観測概要を表 1.1に示し
た．Chadwick et al. (1995) がファンデフカプレート上で試験観測に初めて成功したのを受け，
Chadwell et al. (1999) は 1994年から 1996年にかけて，ファンデフカ海嶺で海嶺軸拡大の直接
観測を行った．観測を継続した 2 年間では有意な拡大は見られなかったことから，海嶺軸の
拡大は間欠的であると提唱した．Fujimoto et al. (1998) は相模湾の温度擾乱の大きな海底で試
験観測を行った結果，1 km の基線長で数 cm の精度を得られたと報告している．長屋・他 
(1996) は水槽実験及び相模湾の海底での試験観測の結果から，海中音速の見積もりが正確に
できればミリメートルレベルでの地殻変動観測が可能であることを示した．さらに 1997年か
ら 1998 年にかけての東太平洋海膨の観測で，拡大軸の「収縮」を捉えたと報告している 
(Nagaya et al. 1999)．Osada et al. (2008) と Osada et al. (2012) は，2008年に熊野海盆で試験観
測を行い，1 km程度の基線長で測位精度が 1 cm となったことを示した．McGuire & Collins 
(2013) は，2008 年から 2009 年にかけて東太平洋海膨のディスカバリートランスフォーム断
層で観測を行い，600 m 程度の基線長で精度がミリメートルレベルであることを示し，観測





近で一度に 3 cm 程度の間欠的な変動を検出し，山体崩壊の実測に成功したと報告している 
(Urlaub et al, 2018)． 
一方，間接音響測距 (IPR) は，海底に設置された局 (海底局) 間の測距を，海底から高い位
置に保持した局を中継して間接的に行う手法であり，DPR では音響パスを通すのが難しい地
形でも確実に観測ができる．Sweeney et al. (2005) は，実証試験として内部変形のないと思わ
れるファンデフカプレート上で 1993年から 1995年の間，海底 PXPと船舶から吊るした中継
機 (IPN: Indirect Path Node) との間の IPR観測を 2回のキャンペーンで実施した (図 1.5)．PXP
は 3つ，5 kmずつ離して設置，IPNは海底から 300 m程度浮かせるようにし，5 kmの基線長
を 2 cmの精度で計測できることを示した．Blum et al. (2010) は Sweeney et al. (2005) の手法
をカリフォルニア・サンタバーバラ海盆で，海底斜面のすべりのモニタリングに適用した．
これはキャンペーン観測ではなく，海底から係留した IPN を用いた 2007 年～2008 年の約 1
年間の連続観測で，4つの 1 km程度の基線の PXPと海底から約 115 mの高さに係留した 3つ































表 1.1: 直接音響測距のこれまでの実績．場所に付したアスタリスクは試験観測を示す． 
場所 水深[m] 期間 基線長 精度 参考文献 
ファンデフカ* ? 1993 <1000 m < 1 cm Chadwick et al. (1995) 
ファンデフカ ~2200  1994–1996 ~700 m ~1 cm Chadwell et al. (1999) 
相模湾* ~1400  1995 ~1500 m ~7 cm Fujimoto et al. (1998) 
相模湾* ~1200  1996 ~800 m ~3 cm Yabuki et al. (1997); 
長屋・他 (1996) 
東太平洋海膨 ~2700  1997–1998 ~900 m ~1 cm Nagaya et al. (1999) 
ファンデフカ ~1600  1998 ~400 m ~1 cm Chadwick et al. (1999) 
ファンデフカ* ~2200  2000 ~1200 m ~1 cm Chadwick & Stapp (2002) 
キラウエア火山 ~3000 2005–2006 <10 km ~2 cm Brooks et al. (2011) 
熊野灘* ~2050  2007 ~1000 m ~ 1 cm Osada et al. (2008; 2012) 
東太平洋海膨 ~3000  2008–2009 ~700 m ~0.1 cm McGuire & Collins (2013) 
日本海溝(宮城) ~7000  2013 ~10 km ~3 cm Osada et al. (2014) 
(本研究) 
マルマラ海 ~ 800 2014–2017 ~600 m ~0.8 cm Sakic et al. (2016) 
Lange et al. (2019) 
マルマラ海 ~700 2014–2017 ~1000 m ~0.5 cm Yamamoto et al. (2019) 
(本研究) 
日本海溝(宮城) ~7000  2014–2015 ~10 km ~3 cm (本研究) 
日本海溝(宮城) ~7000  2015–2016 ~10 km ~0.6 cm (本研究) 
チリ沖 ~5000 2015– ~2500 m ~1 cm Hannemann et al. (2016) 
Petersen et al. (2019) 
エトナ火山 ~1000 2016–2017 ~1000 m ~1.5 cm Urlaub et al. (2018) 
紀伊半島沖 ~3000 2016–2019 ~2000 m N/A 木戸・他 (2019) 
日本海溝(福島) ~7000  2017–2018 ~10 km ~1 cm (本研究) 
マルマラ海 ~700 2017– ~1000 m ~0.5 cm 山本 (2019) 
千島海溝 ~7000 2019– ~10 km N/A  





























図 1.6: 海底から係留した中継機による IPR観測の模式図．図中の Transponderが PXP，Nodes
が IPNに該当する．CHARP Lineは，同時期に観測を行っていたサブボトムプロファイルの測

























記録用メモリ，十分な期間観測できる容量のバッテリー等を，耐圧ガラス球 (直径 17インチ 

















る音響信号は，10 kHzの搬送波を M系列信号 (Maximum length sequence) で 2値位相変調し
たもの，または 10 kHz付近のステップスウィープ信号である．本研究で用いたシステムには，
次の 5つの信号が登録されている．5次M系列 (1 bit=4波)，8.33 kHzから 13.89 kHzを 15波
に分けて段階的かつ線形に周波数を変化させるステップスウィープ，5次M系列 (1 bit=6波)，







順を付与する 10.204 kHz のバースト波を送信する．コール信号の送信開始の 3.2 秒後に
9.709 kHzのヘッダ信号を送信し，さらにその 1秒後に測距信号を送信する．従局は測距信号
感知をしてから，従局 1から 4まで順に 1秒，1.2秒，1.4秒，1.6秒後に，8.065 kHz, 8.621 kHz, 






え付け，モニタリングする．例えば，0.002 ºC の温度変化があった場合，音速は 0.008 m/s変
化し，これが 5 kmの基線長だった場合，3 cm程度の見かけ基線長変化となる．そのため，温
度計は，0.0001 ºCや，それより更に 10倍の 0.00001 ºCの分解能である必要がある．圧力は，
全 PXPでほぼ共通とみなせる潮汐による変化が卓越しているため，観測範囲の 1点で測った
圧力データを用いるか，理論潮汐モデルで代用することもある．例えば，1 dbar (海面高変動









機器の設置は，船舶からの投げ入れ，船舶からワイヤーで中層域 (1500 m 程度) まで吊る














例えば，10 km基線の場合，最下点は約 140 m下方になる．また，たとえ設置点を慎重に選ん
だとしても，地形データに現れない間近の局所的な起伏に音響パスが阻害されるケースもあ
る (図 2.2)． 
そこで，本研究では，新たに海中に音響中継機 (IPN, 図 2.3) を設置し，PXPと IPNの間の
測距を行い，海底地形に依らない音響パスの疎通が可能となる手法を導入する．これを，中
継機を用いた係留式の間接音響測距 (IPR, 図 2.4) と呼称する． 
本手法の着想に至った研究として，米・スクリプス海洋研究所が実施した試験観測が挙げ
られる．Sweeney et al. (2005) によると，ファンデフカプレート上で 1993年から 1995年の間，
海底 PXPと船舶から吊るしたインターロゲーターとの間の IPR観測を 2回のキャンペーンで
実施した．PXPは 3つ，5 kmずつ離して設置，インターロゲーターは海底から 300 m程度浮
かせるようにし，±2 cmのばらつきでの観測に成功した． 
Sweeney et al. (2005) の手法を用いて実観測を行ったのが Blum et al. (2010) である．こちら
はキャンペーン観測ではなく，海底から係留した IPNを用いたものである．カリフォルニア・
サンタバーバラ海盆で，海底斜面のすべりをモニタリングしたものである．2007年～2008年
の観測で，PXP 同士が 1 km 程度の基線，海底から 115 m の高さに IPN を係留した．4 つの
PXPと 3つの IPN，計 12基線をモニタリングした．1年間の観測で，観測のばらつきは±7 mm
で，斜面すべりと見られる現象は発生していなかったと報告している． 
本研究では，第 4 章の福島県沖の海域で，海底からの係留による IPR 連続観測，海溝軸を
跨ぐ 10 km級の長基線観測を実施した．IPNは，ハード的には DPR用の PXPと同じものであ
るが，上下逆さまに係留することと，音速補正や，深度の情報のための CTD (Conductivity 
















のそれを!"#$('，サンプリング周期を%)#"*+,とする．Δ!' = !"#$ − !"#$&'，Δ!0 = !"#$ − !"#$('
とすると，2 次補間した頂点の往復走時%123,とその最大相関係数!123,は以下のように表せる． 
 






 (式 2.1)  





 (式 2.2)  
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 (式 2.3)  
 
温度データは，対象基線の両端の PXPの平均値を用いることが多い．圧力データは，理論潮
汐値 (例えば，Matsumoto et al., 2000) か，圧力値の実測データを用いる．圧力値の実測デー












ΔH = ℎJsin0 NAB + sin0 NAC (式 2.4)  


















を正確に推定する必要がある．Sweeney et al. (2005) は，IPNと PXP間の往復走時，IPNの深
度 (CTD の圧力値より算出) を観測データとし，PXPと IPN の相対的な座標を計算する手法
を用いている．しかし，IPNのように海流に従って動きを伴う場合，圧力計は流動や加速度の
























:'とすると，2局間の水平距離ℎ = [(RX' − <Z')0 + (RX0 − <Z0)0，水深差\ = <Z] − RX]，斜距離R =
√ℎ0 + \0と，それぞれ表せる．水深変化による音速勾配 _`
_D
≡ bは，XCTD (eXpendable 
























ℎ` = d cos A' (式 2.10)  






\(ℎ) = [d0 − (ℎ` − ℎ)0 + \` + RX] (式 2.12)  
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:' + b(\ − \')
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:' + bd(sin A − sinA')





























(1 − cos A0)(1 + cos A')





o1 − cos A' +
ℎ
dp (1 + cos A')
o1 + cos A' −
ℎ
dp (1 − cos A')
 








を当てはめたドリフト (例えば，Watts & Kontoyiannis, 1990) を除去した圧力計データか，理







の音速 :qr<q(\), ;q(\)s がある時間で :′(\) になったとき， 
 






















r;ywz − ;q(\ywz)s + r;w{w − ;q(\w{w)s
2
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た 1 台の IPN との往復走時である（図 2.7）．IPN から 4台の PXPへ同時に送信し，全ての
PXP から応答があること，即ち，1 ショットあたり 4 つの往復走時データを得ることを前提

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陸側プレート上にある 3台の PXPは不動とし，これらに対し海側プレート上の 1台の PXP
（PXP 番号を 1 とする）が時間とともに変位すると考える．この変位速度を推定するために
行った 3通りの解析を以下に順に述べる． 
 
＜解析 1＞ 既存の PXP座標を用いる手法 
 
まず，アレイ設置時に船舶簡易測距により得られている PXP座標を既知情報として用いる







								%' = 2U(W, Δ<'; Y', :', b') 
%0 = 2U(W; Y0, :0, b0) 
%] = 2U(W; Y], :], b]) 
%Å = 2U(W; YÅ, :Å, bÅ) 
(式 2.20)  
 
ここで	%'~%Å	は PXP#1~4 に対する観測往復走時，Uは射出音速	:	および音速勾配	b	から 2 点
間の円弧音響パス沿いの片道走時を算出する関数（式 2.17），W	は IPN座標，Δ<'は PXP#1の
変位，Y'~YÅ	は PXP#1~4の座標である． 
この連立非線形方程式をニュートン法で解く．É回目の反復における IPN 座標と PXP#1 の
変位の修正量をそれぞれ	δW(Ö), Nv<'(Ö) ，観測走時と理論走時の差 (以下，走時残差) を 
 
N%Ü
(Ö) ≡ %Ü − 2UÜ
(Ö)								(á = 1~4) 
UÜ
(Ö) ≡ UrW(Ö), v<'
(Ö); Y", :Ü, bÜs 































(Ö) è'0(Ö) è'](Ö) ê(Ö)
è0'(Ö) è00(Ö) è0](Ö) 		0			
è]'(Ö) è]0(Ö) è]](Ö) 		0			





































 (式 2.24)  
 


















実際の解析では，不動の PXP 座標とショット毎の IPN 座標を同時に解くことはせず，一
方を既知としもう一方を解くことを，両座標値が変化しなくなるまで繰り返す手法を採った．
PXP 座標を既知とし IPN 座標を解く場合は，「解析 1」と同様にショット毎に解く問題とな
り，観測方程式および局所線形化は式 2.20–2.22のv<'とそれに関する項を消去した形となる．
IPN 座標を既知とし PXP 座標を解く場合は，全ショットのデータを用いて解く問題になる．

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ショット番号をî	(î = 1, . . , ñ)，PXP 番号をá	(á = 1, . . ,4)	とすると，観測方程式は以下のよう
に表せる． 
 





























































è''' è'0' è']' 0 ⋯ 0 0 0
0 0 0 è0'' ⋯ 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ èÅ'' èÅ0' èÅ]'
è''0 è'00 è'00 0 ⋯ 0 0 0
0 0 0 è0'0 ⋯ 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ èÅ'0 èÅ00 èÅ]0
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
è''y è'0y è']y 0 ⋯ 0 0 0
0 0 0 è0'y ⋯ 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ 0 0 0













































 (式 2.27)  
 
である．íは座標成分を表す (í = 1,2,3)．推定誤差öは，式 2.26を以下のように書き改め， 
 





0(úûú)&' (式 2.29)  
 
こうして得られた PXP 座標値を用い，「解析 1」と同様の解析 ‒ショット毎に PXP＃1 の変
位を IPN 座標と共に解き，変位の時系列を線形回帰することで変位速度を求める- を行う．






＜解析 3＞ PXP座標の再推定に PXP#1の等速運動の拘束条件を与える手法 
 





 「解析 2」の場合と同様に，PXP座標と IPN座標は，一方を既知，一方を未知として解く
ことを両座標値が変化しなくなるまで繰り返すことで解いた．PXP座標および PXP#1の変位
速度を既知とし IPN 座標を解く場合の方法は「解析 2」と同様である（ただし PXP#1の位置
は変位速度に従いショット毎に異なる）．IPN 座標を既知とし PXP座標および 1次元の変位
速度†（断層の変位方向に一定速度で運動すると仮定）を解く場合，これまでと同様にショッ
ト番号をî	(î = 1, . . , ñ)，PXP番号をá	(á = 1, . . ,4)	として，観測方程式は以下のように表せる．  
 
%ÜX = 2UrY",†; Wó, :ÜX , bÜX s			(	î = 1, . . , ñ; 	á = 1, . . ,4) (式 2.30)  
 




























































è''' è'0' è']' 0 ⋯ 0 0 0 °'
0 0 0 è0'' ⋯ 0 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ 0 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ èÅ'' èÅ0' èÅ]' 0
è''0 è'00 è'00 0 ⋯ 0 0 0 °0
0 0 0 è0'0 ⋯ 0 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ 0 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ èÅ'0 èÅ00 èÅ]0 0
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
è''y è'0y è']y 0 ⋯ 0 0 0 °y
0 0 0 è0'y ⋯ 0 0 0 0
0 0 0 0 ⋯ 0 0 0 0








































 (式 2.31)  
 





















sin I (式 2.32)  
 











図 2.1: 音響測距のタイミングチャート． 
 
 




























図 2.6: 姿勢補正の概念図．傾斜変化による音響トランスデューサー位置の変化を求め (赤矢

























北アナトリア断層 (NAF: North Anatolian Fault) は，トルコ共和国にあるユーラシアプレー
トとアナトリアプレートの境界の右横ずれ断層であり，ブロック運動速度は，22–28 mm/yr で
あると言われている (例えば，Meade et al., 2002; Reilinger et al., 2006; Aktuğ et al., 2013)．M7–
8 クラスの大地震が NAF 沿いではよく発生しており (図 3.1)，過去約 100 年間余りの震源域
はおおよそ東から西へ伝搬している(例えば，Akyüz et al., 2002; Kalafat & Toksöz, 2017)．ここ
最近では，マルマラ海の東，イズミット (Izmit) で 1999 年イズミット地震 (M7.5：Reilinger 
et al., 2000)，マルマラ海の西，エーゲ海で 2014年 (M7.1) に発生している． 
NAFの陸上部分の変位場については，これまで多くの測地観測が行われてきた．特に，イ
スメットパシャ (İsmetpaşa) では，建物の壁の食い違いから定常的なクリープが発見されたこ
と  (Ambraseys , 1970) を皮切りに，クリープメーター  (Altay & Sav, 1991)，光学測距 
(Karabacak et al., 2011)，InSAR (例えば，Deguchi, 2011; Kaneko et al., 2013) や GNSS (例えば，
Ozener et al., 2013) などでモニタリングされてきた．Cetin et al. (2014) によると，イスメット





ール (Istanbul) がある．NAF はマルマラ海中央部を通っており，ここで大地震が発生した場
合，イスタンブールに大きな被害が発生すると危惧されている．マルマラ海下で発生した過
去の大地震は，直近では 1912年のガノス (Ganos [Mürefte-Şarkoy]) 地震 (M 7.1) で，エーゲ
海からマルマラ海の西部にかけてを震源域とした地震であると報告されている (Parsons, 
2004)．しかし，この地震の震源域の東端に関しては，議論が続いており，例えば Parsons (2004) 
は，建物の破壊分布から，震源域東端は東経 27.5º付近までと推定しているのに対し，Armijo 
et al. (2005) は，ROVを用いた海底の形態調査より，東経 28º付近まで及んだとしている．マ
ルマラ海全体を震源域とした最後の地震は，1766 年のマルマラ地震で，5 月に東側が破壊さ
れ (M 7.2)，その後 8月に残りの西側の領域が破壊されたと，歴史地震の知見から報告されて
いる (Parsons, 2004)．以上のことから，マルマラ海は，過去 250年，もしくは西側に関しては
100年，大地震が発生していないことになる． 
マルマラ海下の NAFは，イズミットから南北に 2本に分岐している (図 3.2)．Le Pichon et 
al. (2014) は，北側のものが主要断層 (MMF: Main Marmara Fault) ，南側のものが副次的な断
層 (SMF: South Marmara Fault) であるとしているが，南北どのように歪が蓄積されているか

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Ergintav et al. (2014) は，マルマラ海周辺の GNSSデータを用いて，すべり欠損速度を推定
し，マルマラ海の東側に位置するイズミットやイスタンブール近くですべり欠損が大きく，
マルマラ海の中部では小さい結果を得，NAF沿いにすべりの不均質があると報告している．
しかし，特にマルマラ海内の NAF の固着状態を推定するには GNSS 観測点が断層から遠く，
十分な精度で評価できたとは言えない．近年では，マルマラ海の東部 Central High (図 3.2: CH) 
で DPR観測による海底での直接計測が行われた．Sakic et al. (2016) は半年間のデータを解析
した結果，すべり速度は高々6 mm/yr未満であると報告した．Lange et al. (2019) はさらに蓄積
された 2年半のデータを用いて再解析した結果，すべり速度は 0.80±1.25 mm/yrであり，完全
固着と結論づけている． 
海底地震計や陸上の地震観測網による微小地震活動観測によると，マルマラ海の西側で微
小地震が活発な一方，東側では活動は低調であるという報告がされている (Yamamoto et al., 
2017; Wollin et al., 2018; 図 3.2)．「西側で地震活動が活発で，東側では低調」という同様な分
布は繰り返し地震にも見られ，Western High (図 2: WH) から Central Basin (図 2: CB) にかけ
ての断層のクリープを指摘している複数の研究がある (Schmittbuhl et al., 2016; Bohnhoff et al., 
2017; Uchida et al., 2019)． 
Dupré et al. (2015) と Henry et al. (2018) はMMFの近傍 750 m以内でバブルの湧出が多く確
認されていると報告し，その供給源がメタンハイドレート又は液化メタンであるとしている．
Géli et al. (2019) は，バブル湧出と微小地震活動との関連を指摘し，特にごく浅い地震に関し
てはバブルの湧出が微小地震発生を誘発している可能性について指摘した． 




本観測では，マルマラ海のWestern High (図 3.2: WH) に 5台の PXPを展開し (図 3.3)，DPR









年 10月に，4台の PXP (ME1, ME2, ME3, ME4) を投げ入れで設置し，2015年 3月に，追加で
1台の PXP (ME5) を投げ入れで設置した．すべての PXP は 2017 年 5月に ROV によって回
収された．したがって，約 30 ヶ月の観測が行われたことになる．すべての基線が約 1 km 以
下という比較的短い基線であった．断層を跨いだとされる 3基線 (ME1-ME2, ME1-ME3, ME3-






若干の差異 (最大 0.2 ºC程度) が見られるが，これは機器のバイアスと考えられ，また解析上
は温度の変化量を補正項として用いるため，ここでは無視する．また，温度の時間変化が
discreteになっている通り，変化の大きさに対しは温度計の分解能 (0.001 ºC) が十分でないた
め，解析では，2週間の時間窓で各局の温度を移動平均し，変化が平滑された温度を用いた． 
圧力データは，ME1 でのみ計測された (図 3.7)．残念ながら，機器の不具合で観測期間の
一部 (2015年 1月～9月及び 2016年 5月以降) で欠測となった．圧力変化は，潮汐に伴う海
面変動 (10-15 cm) や風による数時間から１日程度の時定数の成分の他、海洋変動による長周
期 (~30 cm) の変化が見られる．しかし，欠測期間もありドリフトとの分離が難しい．他の独
立した観測から，基線長変化レートの推定に影響するような長期的に単調な上昇や下降の傾










図 3.9 は，音響測距で得た往復走時に，一定の音速 (1520 m/s) をかけた見かけ基線長であ
る．すべての基線で短縮の傾向が見られ，これは温度の単調な上昇 (すなわち，音速の増大) 
による影響と見られる．また，短縮の傾きは，南西‒北東基線 (ME2-ME5, ME1-ME3) で小さ













基線長変化は，南西‒北東基線 (ME2-ME5, ME1-ME3) で伸長，北西‒南東基線 (ME1-ME2, 
ME3-ME4) で短縮を示していて，これは右横ずれすべりと調和的な挙動である．その後，傾
斜データを用いた姿勢補正を行った (図 3.12)．塩分の推定に用いた ME2-ME3 の基線長変化
は，トレンドを持たないことがわかる．断層を跨いでいる基線について，その基線長変化が
すべて純粋な右横ずれ成分であるとみなし，基線長変化を断層の走行方向へ投影した．断層











差を重みとして線形回帰を求め (石川, 2016; 山本, 2017)，図 3.13に示した．ME2-ME5, ME1-
ME2, ME1-ME3, ME3-ME4の順で，9.4±1.5, 17.9±2.9, 11.4±2.3, 8.2±3.2 mm/yr (95%信頼区間) と
求められた．ME2-ME5基線は，局所的 pull-apart basinの上にあるため除外し，断層を跨ぐ基
線のみについて，各回帰直線の誤差を重み付きとして平均化すると，右横ずれすべり速度と
して 10.7±4.7 mm/yrと求められた． 
各基線の傾きに着目すると，2015年 10月頃を境に挙動が変わっているように見える．そこ
で，2015年 10月以前と以後に分けてすべり速度を計算した (表 3.2; 図 3.14)．その結果 2015













速度は広域のブロック運動速度である 25 mm/yrとした． 
GNSS データは，主に DPR 観測点のあるマルマラ海の西側の，Marmara Continuous GPS 
Network (MAGNET) と，Continuously Operating Reference Project for Turkey (CORS-TR) の観測
点，計 13点を，GIPSY OASIS ver. 6.3 ソフトウェアを用いて PPP+AR (Precise Point Positioning 
with Ambiguity Resolution) 解析をし，ユーラシアプレート固定 (ITRF2008, Altamimi et al., 
2012) の速度に変換した (図 3.2)．本節の断層モデリングでは，そのうち DPR 観測点に近い
8点 (MER1, TEKR, MADT, ERDT, BAN1, ALAT, ATCT, CHMT) を用いた． 
断層モデルを推定するにあたり，3 層のレイヤーを仮定した．まず，第 1 層は堆積層を表
し，その厚さは海底地震計を用いた物理探査で報告されている 8 km とした (Bayrakci et al., 
2013)．また，海底面でのクリープ速度は本研究で得られた 10.7±4.7 mm/yrであり，地下深く
のクリープおよびファーフィールドでの相対運動がこの地表の部分クリープを動かしている
と考える．Yamamoto et al. (2017) は，海底地震計を用いた微小地震観測で，地下 8–11 kmで
非地震領域があり，そこがアスペリティであると報告している．また，11 km以深では，微小
地震か多く観測されている．よって，第 2 層（8–11 km）を完全固着，第 3 層（11 km 以深）
を完全クリープ（25 mm/yr）とした (図 3.15: 模式図参照) ．これらの条件で，横ずれ断層の
部分クリープの空間的挙動を示した Savage & Lisowski (1993) の式に基づき，地表での東西方
向の変位速度を断層面からの距離の関数として計算した． 
図 3.15 に，計算された変位速度（すなわち，断層沿いの変位速度）と，GNSS 観測による
変位速度を示した．GNSS データは断層モデルによる変位速度をよく説明できているが，図
3.15 の破線で示した海底面で完全固着した場合のモデルの場合でも GNSS 観測点の位置での
差は非常に小さいものである．従って，詳細な断層モデル構築のためには，DPR観測に加え，
現在より断層に近い GNSS観測点のデータが必要になってくる． 
NAFは，MMFと SMFに分岐していることが知られている (Le Pichon et al., 2014)．Le Pichon 
et al. (2014) は，反射法地震探査に基づき，SMFでは 3.5 Ma以降大きなイベントは発生して
いないとしているが，Hergert & Heidbach (2010) は，3次元断層ジオメトリを境界条件とした
シミュレーションにより，0–3 mm/yrで運動していると推定している．また，1556年には SMF




た断層モデルについても検討した．SMF 側のブロックが運動していない場合 (0 mm/yr) と
3 mm/yr で運動している場合に分け，また 3 mm/yr で運動している場合は，SMF が完全固着
している場合と完全クリープしている場合に分けた．固着している場合の深度は 0–10 km と







を加味して考察する．マルマラ海の西，ミュレフテ (Mürefte) からシャルコイ (Şarkoy) にか
けての領域 (図 3.2) は，GNSS 観測から，完全固着が示唆されている (Ergintav et al., 2014)．
一方で，マルマラ海内部はこれまで固着状態はわかっていなかった．本観測により，マルマ
ラ海の西側の領域の部分的固着が見出された．マルマラ海中央～東側の Central Highでは，ド
イツとフランスの研究チームが DPR観測を実施した．Sakic et al. (2016) によると，観測初期
の半年分のデータからすべり速度は 6 mm/yr 以下であるとし，その後の延長期間のデータも
加え（計 3.5年），最終的に Lange et al. (2019) は 0.80±1.25 mm/yr，すなわち完全固着を示す
結果を得た．従って，本観測のWestern Highと，独・仏の研究機関の観測の Central Highの間
約 60 kmですべりの不均質が見られることが判明した．このような振る舞いは，NAFのイス




震計を用いた微小地震観測を実施している．2014年 3月から 6月にかけてWestern Highに 3
台の海底地震計を設置し，実証実験を行い，十分な S/N で計測できていることが証明された 
(Yamamoto et al., 2015)． 
その後，15台の海底地震計を Tekirdag Basinから Central Highの範囲に展開した．それによ
ると，マルマラ海の西側，Tekirdag Basinから Kumburgaz Basinにかけての NAF沿いで微小地
震が多く発生していることが確認されたのに対し，それより東側は活動が活発ではない 









りとなる (Uchida & Bürgmann, 2019)．マルマラ海とその周辺では，Western Highと Central Basin
で繰り返し地震が発見されている (Schmittbuhl et al., 2016; Bohnhoff et al., 2017; Uchida et al., 
2019, 図 3.2)．Uchida et al. (2019) は，繰り返し地震に基づきすべり速度は 3–4 cm/yrであると







Dupré et al., 2015; Henry et al., 2018; Géli et al., 2019)．本観測の行われたWestern Highもガス湧
出地点と報告されており (Dupré et al., 2015)，本観測で発生した一時的な欠測（すなわち，音
響パスの不通）や，温度の一時的な急上昇・下降はガスの湧出による影響の可能性も考えら
れる． 
Dupré et al. (2015) は，マルチナロービーム音響測深機や可視カメラを用いてバブルの湧出
を空間的にモニタリングし，バブルの湧出が NAF沿いで多く起きていることを発見した．特
に，Western Highでは多くのバブル湧出が認められた．その理由として海盆に比べて隆起帯は










Western Highでは，最後の地震から約 100年又は 250年（それぞれ，1912年ガノス (M7.1)，
1766年マルマラ地震 (M7.2)）が経過した．これを基に現在の歪蓄積量を簡単に計算した．本
観測よりすべり欠損速度を 10 mm/yrと仮定し，100年又は 250年間同じ速度で 10 kmの深さ
で，マルマラ海全体（150 km）部分固着しているとするとして，モーメントマグニチュード 





2017 年 5 月からは，東北大学と海洋研究開発機構，ボアズィチ大学が共同で DPR 観測点




















表 3.1 本観測で用いた PXP の仕様． 
機器高 1.5 m 
脚 三脚型（1辺 100 cmの正三角形） 
音響周波数 10 kHz 
音響波形種 5次M系列 
サンプリング周波数 100 kHz 
測距間隔 12時間（2016年 3月まで） 
24時間（2016年 3月以降） 
収録データ 音響測距波形，温度，圧力，3軸傾斜 (Roll, Pitch, Azimuth) 
 
 
表 3.2 各基線の右横ずれすべり速度 (mm/yr) とその 95%信頼区間を期間前半（2014 年 10
月～2015 年 10月），後半（2015 年 10 月～2017 年 5 月），全期間に分けて求めたもの． 
 2014/10～2015/10 2015/10～2017/5 全期間 
ME2-ME5 N/A 10.0±2.5 11.4±2.3 
ME1-ME2 11.8±5.1 6.5±1.9 9.4±1.5 
ME1-ME3 25.8±6.5 9.3±1.5 17.9±2.9 
ME3-ME4 21.4±7.9 9.5±6.6 8.2±3.2 
平均 
(ME2-ME5 以外) 













図 3.2: マルマラ海周辺の地図．矢印はユーラシアプレート固定 (ITRF2008, Altamimi et al., 
2012) 時の GNSSの変位速度と誤差楕円 (95%信頼区間)．赤線は断層トレス (Armijo et al., 
2005; Bird, 2003) で，太いものがマルマラ海の北アナトリア断層でそれぞれMMF (Grall et al., 
2013) と SMF (Le Pichon et al., 2014)．水色円印は GNSS観測点，橙色三角印は本研究の DPR観
測点 (Yamamoto et al., 2019)，黄色三角印は Sakic et al. (2016); Lange et al. (2019) による DPR観
測点．黄緑色の星印は繰り返し地震の震央 (Schmittbuhl et al., 2016; Uchida et al., 2019)，灰色ド
ットは海底地震計で観測された微小地震の震央 (Yamamoto et al., 2017)．白字の略字はマルマラ
海の隆起帯及び海盆：TB: Tekirdağ Basin; WH: Western High; CB: Central Basin; KB: Kumburgaz 





図 3.3: 観測点配置図 (図 3.2 の橙色三角印部分の拡大図)．数字付丸印は観測点番号 (ME#) 
を示す．黒破線矢印は音響パスが通った基線を示し，矢印の向きが伸長・短縮の傾向を示す．































図 3.9: 補正を行わないときの見かけ基線長．左上から，ME2-ME5, ME2-ME3, ME3-ME4, ME1-




図 3.10: 塩分の推定方法と，推定された塩分の時系列変化．(a) ME2-ME3の何も補正していな















図 3.13: 推定された右横ずれ変位とすべり速度．黒ドットは 1測距データ，青点は 1ヶ月毎の
平均値，青線はそのエラーバー (95%信頼区間) ，赤線は線形回帰の結果で破線がその 95%信




図 3.14: 期間の前半（2014 年 10月～2015 年 10月）と後半（2015 年 10月～2017 年 5
月）に分けて回帰直線を引いた場合．黒ドットは 1測距データ，青点は 1ヶ月毎の平均値，青





図 3.15: 断層 (NAF) からの直交方向の距離と東西変位速度 (すなわち右横ずれ速度) の推定
結果と，GNSS データとの比較．赤線が本観測から得られた平均値 10.7 mm/yrのクリープをし
ているときの変位速度，桃色の塗りつぶし領域がその 95%信頼区間．黒破線は，比較のため，
断層が完全固着していると仮定したときの変位速度．青四角は GNSSから求められた東西変位






図 3.16: SMFを加味したNAF周辺の地表変位推定．赤線は SMFを加味していない結果 (図
3.14) と同様．橙破線は SMFが完全クリープしていると仮定したときの変位速度．橙点線は
SMFが完全固着していると仮定したときの変位速度．SMFの運動速度は 0と 3 mm/yrを仮定









チュード (Mw 9.0: 気象庁発表)であった．気象庁震度 7 が宮城県栗原市で観測された他，東
北の沿岸の広い範囲で大津波が観測され，津波痕跡の調査により，遡上高 20 mを超える沿岸
は，東北の 290 kmの範囲に及んだと報告されている (Mori et al., 2012b)．東北沖地震のよう
な歴史的な巨大地震は，869 年 (貞観 11 年) の貞観地震と，1454 年 (享徳 3 年) の享徳地震
が挙げられ，およそ 600 年程度の周期で再来していることがわかる．日本海溝におけるプレ
ート収束速度は約 8 cm/yrである (例えば，DeMets et al., 2010)． 
地震前には，GNSS-A観測により，陸側プレート固定で，三陸から宮城県沖にかけて 5 cm/yr
程度の陸向きの変動であったのに対し，福島県沖は 1 cm/yrと，南北で速度の差異が見られて
いた (Sato et al., 2013)．また，2003年から 2011年まで，福島から茨城県沖にかけて，Mw換
算で 7.7に相当する長期的 SSEが発生していたことも報告されている (Ozawa et al., 2012)．一
方で，本震の前日には，OBP には顕著な前兆すべりは見られなかったことも報告されている 
(Hino et al., 2014)．短期的 SSEは，2008年 11月と 2011年 1月～2月に，宮城県沖の震源域の
すぐ西側で OBPによって捉えられた (Ito et al., 2013)．GNSS観測網によって，日本海溝沿い
のバックスリップ速度の推定が行われた報告もある (例えば，Nishimura et al., 2004; Suwa et al., 
2006)．Suwa et al. (2006) は宮城県沖の深さ 50 kmのあたりに固着を意味するバックスリップ
の卓越した領域があり，海溝軸近傍にはバックスリップは存在していないと報告していた．
Nishimura et al. (2004) では，青森県東方沖で固着が弱いが，他の地域ではすべり欠損が大き
いとしていた． 
マルチナロービーム音響測深機による地震前後の海底地形調査の比較により，海溝軸近傍
で最大 50 m に達する地震時の位置の地形変化があり，10 m 程度隆起したことが示されてい
る (Fujiwara et al., 2011)．GNSSによる観測では，陸上での最大変位となる 5.3 mの水平変動
と 1.2 mの沈降が牡鹿半島で観測され (Ozawa et al., 2011)，GNSS-Aでは宮城県沖で最大 31 m
の水平変動が観測された (Kido et al., 2011; Sato et al., 2011)．OBPでは宮城県沖の海溝軸近傍
で 5 m程度の海底の隆起が観測された (Ito et al., 2011)．これら陸・海の測位データを併せた
測地インバージョンから推定した地震時すべりは，最大で 50 mを超える (例えば，Iinuma et 
al., 2012 ; Ozawa et al., 2012)．数多くの地震時すべりモデルが提唱されているが，いずれも海
溝軸から 100 km 以内の所に 50 m 前後のすべりのピークが立っており，いずれもその場所は
宮城県沖である(Wang et al., 2018)．一方で，海溝軸近傍の振る舞いは，推定手法やデータソー
スの違いによって大きな差異が見られた (Sun et al., 2017)．また，地震時すべり域の広がりが，

 59 
同規模の他の地震 (例えば，2004 年スマトラ沖地震 (Mw 9.2)) に比べて，コンパクトである
という報告もあり (Wang et al., 2018)，加えて，破壊にかかった時間が，スマトラ沖地震が 9
分に対し，東北沖地震が 2.5 分程度と比較的短時間であったとも報告されている (Lay & 
Kanamori, 2011)． 
反射法地震探査によって，1999年と 2011年の本震の 11日後に震源域において調査が行わ
れた．両者の海溝軸近傍の違いから，海溝軸のフロンタルプリズムが，長さ 3 km，厚さ 350 m
に渡って隆起したことが判明した．これは，地震時すべりがプレート境界浅部まで達したこ
とにより，海溝軸の堆積層が陸側のプレートに押されて圧縮変形したことによるものである
と報告している (Kodaira et al., 2012)． 
このように宮城県沖では地震時すべりがプレート境界最浅部にまで及んでいたことが明ら





は海溝軸に向かって増加していたと考えられるため (Fujiwara et al., 2011; Sun et al., 2017)，こ
の説は棄却される． 
速度弱化の場合，確かに地震時すべりは海溝軸に向かって増加していくことが考えられる
が，地震前の微小地震活動が低調であり (Tsuru et al., 2000)，本震の震源が深部側にあるとい
う事実から，考えにくい． 
動的弱化に関しては，以下に述べる観測事実が報告されている地震後の 2012‒2013 年にか
けて，宮城県沖の海溝軸近傍では，IODP (International Ocean Discovery Program) におけるプレ
ート境界を貫通する掘削調査が実施された (JFAST: Japan Trench Fast Drilling Project, Mori et 
al., 2012a)．コア試料の組成を調べたところ，プレート境界断層の厚さは 5 m以下と非常に薄
く，遠洋性の粘土鉱物スメクタイトからなっていることが判明し，効果的かつ局所的に断層
がすべったことを示した (Chester et al., 2013)．孔内には，温度計が付けられ，海底付近から
プレート境界にかけて，温度の分布が調べられた．その結果，プレート境界断層付近で周囲
より温度が高くなっていることが判明し，地震時すべりの摩擦により生じた熱であることが
示唆されている (Fulton et al., 2013)．コア試料を用いた室内実験では，プレート境界断層の物
質の摩擦係数が 0.08と非常に小さいことが判明し，また，サーマル・プレッシャライゼーシ
ョン効果により地震時に断層がすべりやすいことがわかった (Ujiie et al., 2013)．一方，孔内
の応力測定では，ブレークアウトと呼ばれる岩石の圧縮破壊が確認され，地震発生前後に応
力状態が圧縮から伸長に変化していることから海溝軸近傍で地震時に大きな応力解放があっ
たと報告されている (Lin et al., 2013)．このような観測事実から，東北沖地震時には宮城県沖





沖で海向きの変動と，それぞれ挙動が大きく異なることが判明した (Watanabe et al., 2014; 
Tomita et al., 2015; 2017; Honsho et al., 2019)．宮城県沖の変動は余効すべりのみのモデルでは
説明できず，これはマントルの粘弾性緩和が卓越していることが原因であると判明した (Sun 
et al., 2014; Sun & Wang, 2015; Suito, 2017)．粘弾性緩和を考慮した余効すべりの空間分布モデ
ルを見ると，震源域北側の三陸の深部で中規模な余効すべりがある他，震源域南側の福島県
沖の浅部でも大きな余効すべりの存在が指摘されている (Sun & Wang, 2015; Iinuma et al., 











宮城県沖での観測は，2013年 5月‒2013 年 9月（以下，第 1 回），2014年 9 月‒2015年 5
月（以下，第 2回），2015年 9月‒2016年 9月（以下，第 3回）に分けて実施した．そのう
ち，第 1回観測は，Osada et al. (2014) のデータと結果について再解析した．第 2回と第 3回
については新たに解析を行い，第 1回～第 3回を通しての議論を行った． 
福島県沖での観測については，DPR観測が 2017 年 3 月‒2018 年 8月，IPR 観測が 2017 年




観測海域は，東北沖地震の地震時すべりが顕著であった (例えば，Iinuma et al., 2012) 宮城
県沖の北緯 37度 54分付近の海溝軸近傍で実施した (図 4.1)．図 4.2には，観測点配置図を示
した．各観測の概要は表 4.1にまとめた．PXP機材は，第 1 回と第 2 回が一脚型 (図 4.3:A)，
第 3回が三脚型 (図 4.3:B) を使用した． 













1403 基線，第 3 回観測では，151A–153B 基線の計 5 基線が海溝軸を跨ぐ基線となっている 
(図 4.4)． 
各基線で捉えられた音響測距から得られた往復走時を図 4.5，温度データを図 4.6:A，第 3
回観測での OBP データを図 4.6:B，傾斜計データから求められた音響トランスデューサーの
推定位置の推移を図 4.6:Cに示す． 
温度データは，各 PXPにおいて内部コントロールユニットから独立した温度計 (RBR社製，
TR-1050) を用いて，1 秒～10 秒の高頻度サンプリングで測定された．どの観測でも 0.005 ºC 
(音速換算で 0.02 m/s) 程度の小さな温度変化であった．海溝軸を挟んだ両側の温度変化に着
目すると，大局的な温度変化は相関を持っているが，一部，間欠的な温度変化で相関を持っ
ていないこともあり (例えば，第 3回観測の 151A と 153A: 2016年 7月頃: 図 4.6A 矢印) ，
そこは音速補正時に充分に補正できない可能性がある． 
圧力の時間変化としては，第 1回と第 2回観測では理論潮汐 nao.99JB (Matsumoto et al., 2000) 
を用い，第 3 回観測では 151A に設置された OBP で得られた実測データを用いた (図 4.6: B
上)．OBPのデータを使用する際には，機器ドリフトによる変動を exponentialで近似できると
した経験則 (Watts & Kontoyiannis, 1990) に基づき，観測データに関数フィッティングしてド









3 回の観測について，音速補正と姿勢補正を行った後の基線長の時間変化を図 4.7 に示す．
まず観測毎に分けて見ていく． 




収束速度を求めたが，観測期間が短く，短縮速度は 1302→1303基線が 7.6±108.0 mm/yr，1303
→1302 基線が 7.6±112.0 mm/yr，1301→1303 基線が-38.6±138.6 mm/yr と収束速度を捉えるに
足る推定精度は得られなかった． 
第 2回観測でも海溝軸を跨ぐ 2本の基線で音響パスが通った．短縮速度は 1401→1402基線
が-30.6±9.2 mm/yr，1402→1401 基線が-33.3±8.6 mm/yr，1402→1403 基線が-5.8±14.0 mm/yr，
1403→1402基線が-2.6±13.8 mm/yrとなった．また，観測期間も長く，線形回帰を行った際の
推定誤差も 1 cm 程度に抑えられている．ここで，1401–1402 基線で誤差を上回る伸長 (例え








状の基線長変化が見られるが，その発生時刻は観測点近傍で発生した地震 (MJMA 5.1, 深さ

















>Z(%) = >Z(%q) − m cos AZ (% − %q) (式 4.1)  
 

































































⎡1 0 ⋯ 0 −cos A
' (%'
' − %q)
1 0 ⋯ 0 −cos A' (%0
' − %q)
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
1 0 ⋯ 0 −cos A' r%yl
' − %qs
0 1 ⋯ 0 −cos A0 (%'
0 − %q)
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
0 1 ⋯ 0 −cos A0 r%yk
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⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
































õ = úù (式 4.4)  
 
と書き換えられる．さらに，各基線のトレンドを除去したものの二乗平均平方根 (RMS: Root 
Mean Square) に基づく重み行列を導入する． 
 



















0(úû≠ú)&' (式 4.8)  
 
以上から，収束速度:を推定する．2011年 3月 11日 00時 00分 00秒 (JST) を基準時刻とし，
海溝軸を跨いだ 5基線を用いて収束速度を推定したところ，0.02±0.17 cm/yr (2σ) が求められ





余効すべりの存在が示唆される (例えば，Iinuma et al., 2016) 福島県沖の北緯 36度 45分付
近の海溝軸で観測を実施した (図 4.1)．観測点配置を図 4.10に示し，観測の概要を表 4.4に纏
めた．PXP機材は宮城県沖の第 3回観測と同じ三脚型を用い，加えて PXPアレイの中央付近
に IPNを設置し，DPRと IPR観測の両方を並行して実施した．IPNも PXPと同じ機械である
が，音が通りやすいよう逆さの状態で係留した．係留には長さ 1500 mのベクトランロープを
用い，最下部に音響切り離し装置と鉄道レールの廃材を用いた錘 (質量 100 kg) で海底に固定





残り 4台は，地形で定義される海溝軸から陸側の 7 km程度の広い範囲に設置した．DPR観測
では，1704–1705の 1基線で音響パスが通り，これにより海陸プレートに跨がる基線を確保で
きた(図 4.10)．IPR観測は，全ての基線で音響パスが通っていることを確認した． 
DPR の基線である 1704–1705 で得られた往復走時を図 4.13，IPR で得られた往復走時を図
4.14に示した．また，各 PXP の温度データを図 4.15:A，1706 近傍に設置された OBPのデー
タを図 4.15:B，各 PXPの傾斜計データから求めた音響トランスデューサーの見かけ水平変位
を図 4.15:C にそれぞれ示す．さらに，IPN 付属 CTD の温度および圧力データをそれぞれ図
4.16:Aと図 4.16:Bに示す． 










高頻度サンプリング (1秒) で測定された．IPNの温度データは CTD (Sea-Bird Scientific社製，
SBE37SM) を取り付け，60秒サンプリングで測定された． 






そのため，トライアンドエラーで推定した 0.63 dbar/yr の線形トレンドを除去して用いること
にした．ただし，この圧力値はあくまで鉛直変位の初期値として用い，最終解では鉛直変位
も走時から解くので，ここで推定したトレンドの誤差は短縮変位推定には大きく影響しない． 






を示した．このデータを線形回帰すると，-2.7±0.6 cm/yr (95%信頼区間) となった．基線と収







ング）から求めた平均音速 (図 4.18) を用いて PXP 1704, 1705, 1706, 1708の船上測距による
簡易位置決めを行った (表 4.5)． 
解析を簡略化するため，求めた各 PXPの位置を地理座標から横メルカトル図法でデカルト
座標系へ投影した．海側の 1705 (以下，PXP#1と呼称) を投影原点とし，さらに場を 78º反時
計回りに回転させて 1708 (以下，PXP#2) を y軸上にとった．PXPと IPNの展開されている場
所は水深 5700~7500 m程度である．通常の座標変換だと，標高 0 m (楕円体高) での変換であ
り，これを水深約 6000 m に適用すると約 1/1000 (≈6 km 水深 / 6000 km地球半径 ≈デカルト

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座標系換算で約 10 cm) 座標が拡大してしまう．そこで，変換の際には，1/1000座標を縮小さ
せ，この分を補正した．以下，1704 を PXP#3，1706を PXP#4とする．PXP#1‒4 のデカルト
座標系での配置を図 4.19と表 4.6に示す．陸側の PXP#2-4を剛体と仮定し，これに対する海
側の PXP#1の移動量（収束方向を海溝軸に直交＝68ºと仮定）を解く (図 4.20)． 
PXPの姿勢変化は，同時に計測した Pitch 角と Roll角，方位から計算されたもの (図 4.15: 
C) をデカルト座標系で反映させた． 




水深値への変換には，Leroy & Parthiot (1998) の式を用いた． 
 
;(\) = 1.224 × 10&≥\0 + 8.052 × 10&µ\ + 1.262 (式 4.9)  
:(\) = 1.382 × 10&∑\0 + 0.01723\ + 1452.43 (式 4.10)  
 
走時データは，IPNが主局の時に 4局同時に測距できた 67ショットを使用する．なお，シ
ステムが 4局までの対応のため，IPNから 5局目の 1707へのデータは取得していない． 
 




１ショット毎の短縮量を図 4.22 に示す．同時に推定された IPN の位置は図 4.23 (橙) のよう




約 21 mのずれが考えられる． 
 
＜解析 2＞ PXP座標を IPR走時データを用いて再推定する手法 
 
船上簡易位置決め座標は，バースト波による走時検出，音線の直線近似，さらに音速の時
間変化を考慮していないことから高々10 m 程度の精度である．そこで，IPR の走時データか
ら式 2.25により，IPN座標と PXP座標を同時に解いた． 
再決定された PXP座標を図 4.24 (赤)と表 4.7，推定された IPN 座標を図 4.23 (赤)に示す．
再決定された PXP 座標のうち陸側のものを固定して，PXP#1 の短縮量を推定した結果が図
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＜解析 3＞ PXP座標の再推定に PXP#1の等速運動の拘束条件を与える手法 
 




PXP の動きを考慮しながら座標推定できるので，PXP#1 の座標を固定している「解析 2」よ
り高い精度で推定できると期待できる． 
この方法で推定された IPN座標を図 4.23 (紫) ，PXP座標を図 4.24 (紫) と表 4.8に示した．






に PXP＃1の変位量を計算してみた．これには，推定された PXP 座標 (PXP#1に関しては，




X = 2UrΔ<'X; Y', WX, :'
X , b'
X s (式 4.11)  
 
により計算すればよい．ここで，%'	は PXP#1に対する観測往復走時，Uは射出音速	:	および音
速勾配	b	から 2 点間の円弧音響パス沿いの片道走時を算出する関数（式 2.17），W	は IPN 座
標，Δ<'Xは PXP#1の変位，Y'	は PXP#1の座標，添字îはショット番号を表す	(î = 1, . . , ñ)． 
PXP#1の変位量の推定結果を図 4.26に示した．線形回帰の結果，短縮速度は 3.7±1.1 cm/yr 
(2σ)となり，「解析 3」での推定値と同じ値となることが確認された． 









終的な結果としては，線形回帰で得られた推定誤差を採用し，3.7±1.1 cm/yr (2σ) とする． 
再決定された PXP から求められた短縮レート（解析 2と解析 3）の結果のうち，どちらの
方が真の値に近いのかを検証する．データをより良く説明しているのがどちらかを判別する
には，走時残差を検証すればよい．前者（解析 2）は，PXP位置を推定した時点 (式 2.26) の
走時残差，後者（解析 3）は式 2.30 での走時残差を比べる．両者はモデルパラメタの数が異
なるため，赤池情報量規準 (AIC: Akaike’s Information Criterion, Akaike, 1974) を用いて比較す
る．データ数をÉ，モデルパラメタをb，標準誤差 (ここでは走時残差の RMS) をöとすると，
AICは以下のように表せる． 
 
AIC = É ln ö0 + 2b (式 4.12)  
 
ショット毎の走時残差を，PXP 位置を再決定した方を図 4.27，PXP 位置と短縮速度を解いた
方を図 4.28に示した．また，そこから計算された AICを表 4.9に示した．AICは，PXP1の短
縮速度を同時に解いた方が小さい値で，こちらの方がよりよいモデルであると言える．その








いる．それらの観測によると，宮城県沖では陸向きの変位が観測され (Tomita et al., 2017; 
Honsho et al., 2019)，粘弾性緩和の影響であるとされている．また，粘弾性緩和を考慮した海
陸測地インバージョンモデルでは，地震後の固着を示唆している (例えば，Iinuma et al., 2016)．
また，海側プレートにある GNSS-A観測点は陸側プレート固定で陸向きを向いている (Tomita 
et al., 2015; Honsho et al., 2019)． 
4.1 節で述べた通り，本観測の一番近い PXP (151A) から約 2 km 離れた宮城県沖のプレー
ト境界近く(図 4.1; 4.2: 桃色丸印)で，2012–2013 年にかけて，プレート境界断層を貫通する
IODP JFASTの掘削が行われた (Mori et al., 2012)．掘削孔に挿入された温度計アレイにより，
プレート境界断層付近で周囲より温度が高いことが判明した (Fulton et al., 2013)．また，応力
測定では，海溝軸近傍で地震時に大きな応力解放があったと推測されている (Lin et al., 2013)．
掘削の際に採取された境界層のサンプルを用いた摩擦実験では，摩擦係数が 0.08と非常に小
さかったことが報告されている (Ujiie et al., 2013)．また，採取された物質は透水性が低いス
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して，海溝軸のフロンタルプリズムが，長さ 3 km，厚さ 350 mに渡って隆起したことが判明










観測は，1705–1704 基線（PXP1–PXP3）の短縮速度として 3.8 cm/yr を得，IPR 観測では，本
観測のアレイ全体の変形レートとして，3.7 cm/yr を得た．本研究の解析では，非線形観測方
程式はニュートン法により局所線形化して解いている．式 2.22で解く未知数 IPN座標 3成分
と PXP1の移動量は，前者は IPNと PXP2, 3, 4との測距で，後者は PXP1との測距によって決
まる．更に，本観測のアレイ配置の場合，IPN と PXP2 の走時は，図 4.19 の座標配置図で言
う IPN の y 座標を決めるのに影響を与え，PXP3 と 4 の走時は IPN の x 座標を決めるのに影
響を与えていると考えられる．また，収束方向が y軸方向に近いため，PXP1の変位量は IPN
の y座標，ひいては PXP2の座標に強く依存すると考えられる．従って，PXP3と PXP4の座
標はあまり影響しない，すなわち PXP1の変位量にほとんど効かないと言え，IPR観測は PXP1-
PXP2の基線の短縮を捉えているのとおおよそ等価であると言える．従って，DPR基線 (PXP1-
PXP3) と IPR 基線 (PXP1-PXP2) の短縮量がおよそ同じであることから，PXP3-PXP2間の短
縮はほとんど無いものとして議論を進める． 
この領域ではプレート境界の浅部において余効すべりが進行していると推定されている 
(例えば，Iinuma et al., 2016)．これに加えて，海側プレートは沈み込み速度 (~8 cm/yr)で陸側
プレートに向かって動いているため，海陸プレート間の相対速度を測定すれば，沈み込み速
度より大きい値が得られることが期待される．実際に，GNSS-A観測の福島県沖の観測点 (東
北大学 G19) では，東北沖地震後に陸側プレートに対して 5 cm/yr程度の海側への変動が観測
されており (例えば，Honsho et al., 2019)，これを海側プレートに対する相対速度に変換する
と，13 cm/yrとなる．この GNSS-A観測点から本観測の観測領域までは約 20 km離れている．
同じ海側プレートを基準とした変位速度が，この程度の距離を隔てて 8 cm/yr程度異なること




震時から継続しているとすると約 2×10-5 strain のひずみが生じていることになるが，これは
弾性変形としては考えにくい大きさである． 
福島県沖では，海溝軸から陸側 20 km にかけて，プレート境界から浅部側に延びる多くの
分岐断層が存在していることが報告されている (Tsuru et al., 2002)．調査船かいめいによる反
射法地震探査が近年実施され，その中で本観測に最も近い測線 (DS06: 図 4.30 a) を見てみる




ている可能性がある (図 4.31)．図 4.30の断層配置に従い，弾性変形が無いと仮定すると，海
溝軸の 1704–1705 間の断層で~4 cm/yr，1704–1708 間は DPR と IPR 観測のすべりの差異がほ










浅部の挙動について纏める (図 4.33)． 
東北沖地震前の日本海溝のプレート境界は，GNSS-A観測によると，陸側プレートを固定し
たときの変動は，宮城県沖の方が福島県沖より陸向きのレートが大きかった (それぞれ, 
4.6 cm/yrと 2.3 cm/yr: Sato et al., 2013)．また，GNSSからも，宮城県沖の海溝から 150 km付
近に約 10 cm/yrの大きなバックスリップが確認された (例えば，Suwa et al., 2006)．地震時に




al. (2006) による固着の指摘は海溝から 150 km 付近までであったが，これは海域データの欠
如によるものである．1978年宮城県沖地震では，海溝から 150 km付近の周辺が震源域となっ






的弱化が発生したとみられる (例えば，Wang & Kinoshita, 2013)． 
福島県沖では，東北沖地震時には宮城県沖のような大きなすべり (>50 m) は発生しなかっ
たと考えられる (例えば，Iinuma et al., 2012)．地震後は，GNSS-Aによって陸側プレート固定
で海向きの変動が (5 cm/yr, 例えば，Honsho et al., 2019)，本研究により，プレート収束速度 
(約 8 cm/yr) の半分程度のプレート間運動速度が求められた．4.4.2節で述べたように，本研究
で捉えた値 (~4 cm/yr) は浅部余効すべりの一部を捉えたにすぎないと考えられる．浅部余効






















フトについて考える．用いた温度計は RBR 社製の温度計  (RBR-duet) で，公証精度は
0.002 ºC/yrである．これを基線長変化に換算すると 4 cm/yr程度である．しかし，実際にその
温度計を複数台同じ箇所に設置した観測では，温度計間で長期的な変動の差異は見られず，



















































の菱形アレイの長辺にあたる PXP#1と 2を x軸と y軸方向にそれぞれ±20 mずつ，短辺にあ
たる PXP#3と 4を同じく x軸と y軸方向にそれぞれ±20 mずつ動かして，求まる PXP座標と
短縮速度がどのように変化するか検証した． 
PXP#1と 2の初期値を変更した結果を表 4.10，PXP#3と 4を動かした結果を表 4.11に示し








る．Spiess et al. (1998) が提案するアレイ水平変位推定法では，剛体性を仮定したアレイ変位
の決定精度は，個々の PXP位置の決定精度をはるかに上回る．本観測の問題設定は必ずしも







距を，宮城県沖では DPRを，福島県沖では DPRと IPRを用いて実施した． 

































表 4.1: 宮城県沖における各DPR観測の概要．理論潮汐は，Matsumoto et al. (2000) を使用． 
 第 1回 第 2回 第 3回 
設置年/月 2013/05 2014/09 2015/09 
回収年/月 2013/09 2015/05 2016/09 
機器デザイン 一脚型 一脚型 三脚型 
設置数 3 3 5 
Across-trenchパス 2 2 3 
Along-trenchパス 0 0 2 
圧力データ 理論潮汐 理論潮汐 OBP 
測距頻度 24時間毎に 2発 4時間毎に 3発 4時間毎に 3発 
回収機器数 3 3 2 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 4.3: 宮城県沖 DPR 観測の収束速度推定の際に求められた各基線の基準基線長．基準時刻は
2011年 3月 11日 0時 00分 00秒 (JST) としている．誤差範囲は 2σ． 







表 4.4: 福島県沖における各DPR及び IPR 観測の概要．  
 DPR観測 IPR観測 
設置年/月 2017/03 2017/10 
回収年/月 2018/08 2018/08 
機器デザイン 三脚型 IPN 
設置数 5 (うち 1つは 2017/10に追加) PXP5+IPN1 
Across-trenchパス 1 1 
Along-trenchパス 0 4 
圧力データ OBP OBP 
測距頻度 24時間毎に 2発 24時間毎に 2発 
回収機器数 5 5+1 
音響通信でデータ回収 0 0 
 
表 4.5: IPR 観測で用いる PXP点の位置決め座標． 
 1704 (PXP#3) 1705 (PXP#1) 1706 (PXP#4) 1708 (PXP#2) 
北緯 [度:分] 36:42.0630 36:42.9884 36:46.0354 36:44.9799 
東経 [度:分] 143:13.8144 143:19.7576 143:14.5729 143:07.7839 







表 4.6: 表 4.5 の位置決めをデカルト座標系に変換した値．1705を原点，1708を y軸上に乗せ
るような設定にした． 
 1704 (PXP#3) 1705 (PXP#1) 1706 (PXP#4) 1708 (PXP#2) 
X座標 [m] -3467.96 0 3948.26 0 
Y座標 [m] 8310.79 0 8691.99 18183.59 
Z座標 [m] -7316.6 -7490.8 -7127.2 -6569.4 
 
表 4.7: IPR 観測を用いて PXP座標を再決定した結果． 
 1704 (PXP#3) 1705 (PXP#1) 1706 (PXP#4) 1708 (PXP#2) 
X座標 [m] -3474.313 6.794 3952.545 3.920 
Y座標 [m] 8310.725 10.736 8691.175 18175.736 
Z座標 [m] -7307.752 -7499.831 -7121.503 -6536.453 
 
表 4.8: IPR 観測を用いて，また海側プレートの PXPが一定レートで移動していると仮定して
PXP座標を推定した結果． 
 1704 (PXP#3) 1705 (PXP#1) 1706 (PXP#4) 1708 (PXP#2) 
X座標 [m] -3474.333 6.865 3952.530 3.556 
Y座標 [m] 8310.665 10.849 8691.053 18175.854 
Z座標 [m] -7307.697 -7500.676 -7121.564 -6532.259 
 
表 4.9: 赤池情報量規準 (AIC) で調べた，PXP 再決定時と，PXP 再決定及び短縮速度推定の
モデル適合度． 
 PXP再決定 PXP再決定＋短縮速度推定 
データ数 (É) 268 268 
モデルパラメタ (b) 213 214 
走時残差 (ö) [µs] 7.50 7.09 






表 4.10: PXP#1 と 2の初期値をずらしたときの解の差の検証．「ずらし量」の列は，x又は
yにどれだけずらしたか，「基準との差」の列は，船舶位置決めを初期値としたときに求















1 y +20 y -20 4.41 3.48 11.40 10.00 +0.2 
2 y -20 y +20 4.41 3.45 11.33 9.85 +0.1 
3 x +20 x -20 18.83 21.33 0.08 0.16 +0.1 
4 x -20 x +20 18.80 21.29 0.11 0.14 -0.1 
 















1 x +20 x -20 8.19 8.07 14.60 15.41 0.0 
2 x -20 x +20 8.33 8.15 14.53 15.47 0.0 
3 y +20 y -20 1.64 0.98 19.74 20.39 +0.1 













図 4.2: 宮城県沖観測点周辺の拡大地図．三角印は PXPの設置点，白色が第 1回 (2013年)，マ






図 4.3: 宮城県沖及び福島県沖 DPR 観測で使用した PXP．A: 一脚型．第一回観測投入時に撮





















図 4.6: 宮城県沖 DPR 観測の温度データ (A) と宮城県沖DPR観測至近で観測されたOBP デ
ータ (B) で上が元データ，下がドリフト除去後のデータ，および宮城県沖DPR観測の傾斜計
で求められた音響トランスデューサーの推移 (C)．矢印は，温度のコヒーレントでない例を示


























図 4.10: 福島県沖観測点周辺の拡大地図．三角印は PXPの設置点，丸印が IPNの設置点，破








































































図 4.13: 福島県沖のDPR観測の往復走時． 
 
 










図 4.16: 福島県沖 IPN 観測点の温度データ (A) と圧力データ (B)． 
 
 








































図 4.23: IPN の水平及び鉛直 (x-z) 座標．灰色が初期値として与えたもの，橙色が船舶位置決





図 4.24: PXP#1, PXP#2, PXP#3, PXP#4 の水平及び鉛直 (x-z) 座標．橙色が船舶位置決め
























図 4.26: IPR 観測から，移動速度も同時に解いた上で再決定された PXP 座標（解析 3）を用い






図 4.27: PXP 再決定時の各基線（解析 2），ショット毎の走時残差．紫線が PXP#1，緑線が





図 4.28: PXP 再決定及び短縮速度推定時の各基線（解析 3），ショット毎の走時残差．紫線が



















図 4.30: 福島県沖のプレート境界最浅部の反射法地震探査のデータ (中村，私信)．(a) 本観測









































を捉える場合は，宮城県沖で 6.8×10-7 strain での精度で観測可能であることと等価である． 
他機関の PXPはすべて三脚型であるが，我々の観測システムと同様に基線長に比例してば
らつきの標準偏差が変化することが報告されている．Petersen et al. (2019) は独・GEOMAR が
実施した DPR 観測について，同様のプロットを行った (図 5.2)，内海（北アナトリア断層：
マルマラ海，エトナ火山：地中海）は深度に依らず精度が高い傾向にある．複数の基線長での





リ北部の沈み込み帯での観測で，ミッドスロープ (水深約 3000 m) で 1.2 cm/km，アウターラ
イズ (同 4000 m) で 0.5 cm/km，ロウアースロープ (同 6000 m) で 0.2 cm/kmと報告されてい
る．本研究の日本海溝での観測は水深約 7000 mであるので，長基線であるにも関わらず，約






































































= 7.9470 (式 5.1)  
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で，不等式% < %)32º#Ω,を満たすhは， 
 





























考える．例えば，MCMC 法 (マルコフ連鎖モンテカルロ法) は，近年地殻変動分野でもしば
しば用いられているインバージョン手法であり (例えば，Ito et al., 2012; 大野・太田, 2018; 











地震が発生したと報告されている (Ioki & Tanioka, 2016)．2019年に東北大学と北海道大学が
共同で海底観測網を展開し，その中で DPR観測の PXPも複数台設置した．面的なアスペリテ





日本海溝北部の三陸沖では，SSE の発生が繰り返し地震や GNSS から報告されている 
(Uchida et al., 2016; Nomura et al., 2017)．海底間音響測距では，山体崩壊の瞬間的な基線長変
化を捉えた事例はあるが (Urlaub et al., 2018)，SSEのようなある程度の時定数を持った変化を
捉えた事例は無い．2019年に東北大学は DPRと IPR観測の PXP及び IPNを設置した．三陸
沖の SSEが浅部で発生しているとすると，これを捉えることができると期待される．そのた





島沖で SSEが発見され (Araki et al., 2017)，GNSS-A観測でアスペリティの推定が行われてい
る (Yokota et al., 2017)．また，最近では，GNSS-A観測で，紀伊半島沖で複数の SSEが発見さ













































図 5.2: 独・GEOMAR が行った各観測の，基線長と測距結果のばらつきの標準偏差との関係．





図 5.3: 福島県沖の IPN に付属した CTDセンサーで取得された塩分データ． 
 
 













部で 5台の PXPを設置した DPR観測を 2.5年に渡り実施し，北アナトリア断層の固着
状態を調べた． 
l 断層を跨ぐ基線で 4 本，断層沿いの基線で 1 本で音響パスが通り，これらのデー
タを解析したところ，10.7±4.7 mm/yrの右横ずれすべりが検出された．これは，こ
の領域のブロック運動速度の約半分に相当する． 
















l 宮城県沖では，2013–2016年にかけて 3 回に分けて DPR観測を実施し，海溝軸を
跨ぐ計 5 つの基線で測距データが得られた．全観測期間のデータを一括してプレ
ート間速度を求めると 0.02±0.17 cm/yrと推定され，有意な短縮は見られなかった． 

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l 福島県沖では，2017–2018年にかけて，DPR 観測と IPR観測を実施した．DPR観




いずれもプレート収束速度 (~8 cm/yr) のおよそ半分程度であった． 
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